






























第4章 非対称情報と最適輸出政策 1 ー スクリーニングとシグナリングー
第5章 非対称情報と最適輸出政策 2 ー シグナリング均衡と情報の価値一
では庄業組織論やゲーム理論を基礎にして発展してきた戦略的貿易政策論に関する理論的な諸問題(関税
政策か補助金政策か、企業の投資戦略、市場競争の形態)をコミットメントと情報の非対称性をキーワー
ドにして考察した。
現実の通商問題では輸入保護政策に比べて輸入促進や市場開放に関連する政策が重要となってきた。第
2部
第6草 寡占的競争と長適輸入保護政策の選択 一牛ー産補助金政策か、関税政策か一
第7章最適貿易政策とタイミング 一対抗措置関税政策は最適なタイミングか?一
第8章輸入促進、戦略的行動、および学習効果 一結呆志向貿易政策の問題点一
第9章 市場開放、投資インセンティブ、および不確実性
第10章市場開放と寡占的競争一部分均衡分析一
第11章 市場開放、寡占的競争、および一般均衡分析
では、まず第6章と第7章では輸入保護政策に関連する問題を採り上げた。第8章では結果志向的な輸入
政策の問題点を明らかにした。そして、第9草では市場開放や貿易の自由化の不確実性が企業の投資イン
センティブに与える効果を考察した。そして、第10章と第1章では市場開放の経済的効果に関して部分均
衡分析と一般均衡分析によって考察したo
論文審査の結果の要旨
第1章では、自国企業と外国企業が第:3(+-]に同質財を輸出し数量競争が行われる場合が分析される。手IJ
???
，?
? 。
光氏は、自国と外国の企業数をー・般的にそれぞれn社と日社として、数量競争が行われる場合でも輸出補
助金が最適政策になるとは限らず、逆に輸出課税政策が最適になる場合があることを示した。
第2章では、差別化財における価格競争(ベルトラン競争)下での自国の輸出政策と自凶企業と外国企業
の費用削減をもたらす各企業のR&D投資と自国の産業政策が検討される。そのとき臼固にとっては輸出補
助金政策が最適になるとは限らず輸出課税が最適になる場合があること、産業政策については投資補助金
が最適になることが証明される。
第3章では、自国企業の投資額が先にアナウンスされ、それをもとに自国政府が輸出補助金額を決定す
るシ旦タッケルベルク均衡を考察する。このときは事後的に輸出補助金額を変更するインセンチプは働か
ない。しかし、自国の経済厚生に関しては輸出補助金額と投資額は過剰であり、場合によっては自由貿易
ケースよりも経済厚生は低下してしまうことを利光氏は明らかにした。
第4章では、自国企業の生産コストに関する情報について自国政府が不完全にしか知り得ない場合が分
析される。そして政府が白国企業に正しい情報を申告させる政策のデザインとしてスクリーニングモデル
とシグナリングモデルが考察される。
第5章では、自国政府は自国企業の情報を知っているが外国企業が自国企業の生産コストの情報を正確
にはわからず、自国政府の輸出補助金額を自国企業の費用情報のシグナルとして行動する場合が分析され
る。そして、直感的某準(IntuitiveCriterion)から唯一の分離均衡以外は排除されることが論証される。
第6i誌では、生産補助金政策と関税政策が分析される。従来は、外部的な歪み (foreigndistortion)が
生じているときは関税政策を実施した方が、逆に、内部的な否み (domesticdistortion)が生じていると
きは臼国企業に生産補助金を与えた方が望ましいと主張されてきた。しかし利光氏は関税政策と補助金政
策のどちらが望ましいかは、外国と自国の企業数、両国企業の費用梅差に依存することを明らかにした。
第 7 章では、外国企業の生産費が白H企業よりも低いという費用格差が外国政府の外l:f~企業に対する輸
出補助金に帰国し、自国政府の対抗措置として外閏企業に関税を課す場合が分析される。そのとき、自国
政府と外国政府が先手あるいは後手を望むかという均衡が外国企業数と口国企業数に依存することが示さ
れる。
第8章では、外国企業の牛ー産物の輸入促進が義務づけられた場合の自国の政策が分析される。このとき、
自国政府は外国企業に2期目に輸入補助金を支払うが、その輸入補助金額が 1期首に宣言される場合(コ
ミットメントケース)と 1期口の両国の生産量をもとに2期首で輸入補助金を支払う場合(非コミットメ
ントケース〉が比較検討される。
第9章では、 3期間の不完備情報ケースで自国政府のタイプに関する信念、の更新、自国企業による各期
の投資政策、および自国政府が開国するか否かの問題が分析される。そして、白国政府が自由貿易主義で
あれ、保護貿易主義であれ3期では開園する一括均衡が成立する場合があることが示される。
第10章では、市場開放すべきか否かが部分均衡モデルで分析される。外国企業の限界費用は自国企業の
限界費用よりも小さいとする。完全競争の場合は消費者余剰の増加によって市場開放が経済厚牛ーを高める
ことが知られている。しかし、不完全競争の場合には、外国企業の費用の分散値が小さければ市場開放に
よる期待経済厚生は低下する。また長期均衡では市場開放は自国の経済厚生を低めることが論証される。
第11章では、市場開政すべきか否かが-般均衡モデルで分析される。資本と労働の完全雇用が成立する
一般均衡分析として輸入規制緩和の経済厚生に与える影響が分析され、長期では輸入緩和は輸入材価格の
低下により自国の経済厚生を高めることが証明されている。
最近の国際貿易論では「戦略的貿易政策」が議論されている。利光氏はそこで主張主れた命題を吟味する
ことによって、それらの諾命題が必ずしも成立しないことを明らかにした。
以上の検討から、本申請論文は博士(経済学)の学位授与に値するものと認められる。
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